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Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

　本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成29年12月14日付で提出した有価証券届出書（平成30年３

月23日付で提出した有価証券届出書の訂正届出書により訂正済み。以下「原届出書」といいます。）の関係

情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項の一部訂正を行うため、訂正届出書を提出いたします。

 

Ⅱ．【訂正の内容】

 

第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】
１【ファンドの性格】

（１）ファンドの目的及び基本的性格

（ニ）ファンドの特色

⑥　投資先ファンドの特徴

＜訂正前＞

■　グローバルインカムファンド

名称 ＪＰモルガン・インベストメント・ファンズ－グローバル・インカム・

ファンド

（JPMorgan Investment Funds ‒ Global Income Fund）

 その有価証券

(外国投資証券)

ＪＰＭグローバル・インカム・ファンド（Ｉクラス）

（JPM Global Income Fund I(mth)-JPY(Hedged)）（円建て、円ヘッジ）

（略）

運用会社 Ｊ．Ｐ．モルガン・インベストメント・マネージメント・インク（米国法

人）＊

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド（英国法

人）＊

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（委託会社）

ＪＦアセット・マネジメント・リミテッド（香港法人）

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッド（シ

ンガポール法人）
＊　平成29年９月末時点において、実際に運用を行っている運用会社です。それ以外

の運用会社は組入れるアセットクラスに応じて運用を行います。

（注）組入れるアセットクラスによっては、前記以外のＪ．Ｐ．モルガン・アセッ

ト・マネジメントの運用会社が運用する場合があります。

 

■　マネープール・ファンド

名称 ＧＩＭジャパン・マネープール・ファンドＦ（適格機関投資家専用）

（略）

運用会社

（委託会社）

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社

 

（注）Ｊ．Ｐ．モルガン・インベストメント・マネージメント・インク、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（Ｕ

Ｋ）リミテッド、ＪＦアセット・マネジメント・リミテッド、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（シンガ

ポール）リミテッドおよびＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社は、Ｊ．Ｐ．モルガン・アセット・マ

ネジメントの一員です。

 

＜訂正後＞

■　グローバルインカムファンド
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名称 ＪＰモルガン・インベストメント・ファンズ－グローバル・インカム・

ファンド

（JPMorgan Investment Funds ‒ Global Income Fund）

 その有価証券

(外国投資証券)

ＪＰＭグローバル・インカム・ファンド（Ｉクラス）

（JPM Global Income Fund I(mth)-JPY(Hedged)）（円建て、円ヘッジ）

（略）

運用会社 Ｊ．Ｐ．モルガン・インベストメント・マネージメント・インク（米国法

人）＊

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド（英国法

人）＊

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（委託会社）

ＪＦアセット・マネジメント・リミテッド（香港法人）

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッド（シ

ンガポール法人）
＊　平成30年３月末時点において、実際に運用を行っている運用会社です。それ以外

の運用会社は組入れるアセットクラスに応じて運用を行います。

（注）組入れるアセットクラスによっては、前記以外のＪ．Ｐ．モルガン・アセッ

ト・マネジメントの運用会社が運用する場合があります。

 

■　マネープール・ファンド

名称 ＧＩＭジャパン・マネープール・ファンドＦ（適格機関投資家専用）

（略）

運用会社 ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（委託会社）

マネープール・マザーファンドの運用の指図の権限をＪＰモルガン・ア

セット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド（英国法人）に委託します（以

下「運用委託先」という場合があります。）。

 

（注）Ｊ．Ｐ．モルガン・インベストメント・マネージメント・インク、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（Ｕ

Ｋ）リミテッド、ＪＦアセット・マネジメント・リミテッド、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（シンガ

ポール）リミテッドおよびＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社は、Ｊ．Ｐ．モルガン・アセット・マ

ネジメントの一員です。

 

（３）ファンドの仕組み

＜訂正前＞

（略）

（ハ）委託会社の概況

①　資本金　2,218百万円（平成29年10月末現在）

（略）

⑤　大株主の状況（平成29年10月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

（ハ）委託会社の概況

①　資本金　2,218百万円（平成30年４月末現在）

（略）

⑤　大株主の状況（平成30年４月末現在）

（以下略）
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２【投資方針】

（１）投資方針

＜訂正前＞

（イ）運用方針

　　（略）

　　委託会社は、マザーファンドが投資する投資先ファンドを以下の理由により選定しています。

①（略）

②　マネープール・ファンド

　　当該投資先ファンドは、委託会社が運用するものであり、運用方針・戦略を十分理解することがで

きるものです。委託会社は、元本の安定性と安定した収益を確保する目的から、実質的に主として円

建ての公社債に投資し、元本の安定性と安定した収益を確保することが見込まれる当該投資先ファン

ドを選定しています。

 

（ロ）投資態度

①（略）

②　投資先ファンドの投資態度および運用プロセス

■　グローバルインカムファンド

　（略）

■　マネープール・ファンド

・　投資態度

　マネープール・マザーファンドを通じ、日本の発行体が発行する円建ての公社債を中心に投資し、

元本の安定性と安定した収益の確保を図るとともに、高い流動性の確保に配慮します。

・　運用プロセス

　マネープール・マザーファンドは、以下のプロセスにしたがい運用を行います。

　なお、資金動向や市況動向により、次のような運用ができない場合があります。

ステップ１：　委託会社の債券運用部のポートフォリオ・マネジャーは、経済成長、インフレ、金

利、財政、政治等マクロ面からの調査を踏まえ、市場の見通しを分析し、投資戦略を決

定します。

　　　（略）

 

＜当ファンド、マザーファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて行われることがある、投資

者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引の内容、および当該取引が投資者の利益を害しな

いことを確保するための措置＞

　委託会社は、当ファンド、マザーファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて、自己また

は第三者の利益を図るために投資者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引を行うことが

あり、それらの内容は後記のとおりです。委託会社は、当該取引が投資者の利益を害しないことを確保

するための措置として、社内規程等を制定してそれにしたがった管理を行うとともに、社内規程等の遵

守状況についてモニタリングを必要に応じて行っています。当該措置の詳細については、後記「３　投

資リスク　（２）投資リスクに関する管理体制」をご参照ください。

・　委託会社またはその関係会社が設定または運用する投資信託または外国投資法人が発行する有価証

券の当ファンドでの組入れ

・　委託会社の関係会社である証券会社が引受けを行った有価証券の当ファンド、マザーファンドおよ

びマネープール・マザーファンドでの組入れ

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける有価証券取引等の、委

託会社の関係会社である証券会社等に対する発注

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおいて保有もしくは取引する

有価証券または当ファンドの受益権の、委託会社またはその関係会社の役職員による売買等の取引
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・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける有価証券取引等の発注

と、委託会社が運用する他の運用資産における有価証券取引等の発注を、束ねて一括して発注するこ

と（一括発注）

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドの運用担当者（ポートフォリ

オ・マネジャー、アナリスト等）が贈答、茶菓の接待等を受けた、証券会社等に対する当ファンド、

マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける有価証券等の発注、または有価証券の

発行体の発行する有価証券の当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドでの

組入れ

・　委託会社またはその関係会社と取引関係のある有価証券の発行体が発行する有価証券にかかる議決

権の当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける行使

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドと、委託会社が運用する他の運

用資産間において行う有価証券等の取引（クロス取引）

・　委託会社による当ファンドの受益権の取得申込みおよび換金

 

＜訂正後＞

（イ）運用方針

　　（略）

　　委託会社は、マザーファンドが投資する投資先ファンドを以下の理由により選定しています。

①（略）

②　マネープール・ファンド

　　当該投資先ファンドの主要投資対象であるマネープール・マザーファンドは、委託会社が属する

Ｊ．Ｐ．モルガン・アセット・マネジメント内の運用会社が運用するものであり、委託会社は当該運

用会社の運用方針・戦略を十分理解することができるものです。委託会社は、元本の安定性と安定し

た収益を確保する目的から、実質的に主として円建ての公社債に投資し、元本の安定性と安定した収

益を確保することが見込まれる当該投資先ファンドを選定しています。

 

（ロ）投資態度

①（略）

②　投資先ファンドの投資態度および運用プロセス

■　グローバルインカムファンド

　（略）

■　マネープール・ファンド

・　投資態度

　マネープール・マザーファンドを通じ、日本の発行体が発行する円建ての公社債を中心に投資し、

元本の安定性と安定した収益の確保を図るとともに、高い流動性の確保に配慮します。

・　運用プロセス

　マネープール・マザーファンドは、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド）

が以下のプロセスにしたがい運用を行います。

　なお、資金動向や市況動向により、次のような運用ができない場合があります。

ステップ１：　グローバル・レイツ・チーム＊のポートフォリオ・マネジャーは、経済成長、インフ

レ、金利、財政、政治等マクロ面からの調査を踏まえた市場見通しに基づき、投資戦略

を決定します。

＊　後記「（３）運用体制　（ハ）投資先ファンドの運用体制　■　マネープール・ファンド」をご

参照ください。

　　　（略）
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＜当ファンド、マザーファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて行われることがある、投資

者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引の内容、および当該取引が投資者の利益を害しな

いことを確保するための措置＞

　委託会社および運用委託先（以下「委託会社等」という場合があります。）は、当ファンド、マザー

ファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて、自己または第三者の利益を図るために投資者

の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引を行うことがあり、それらの内容は後記のとおり

です。委託会社等は、当該取引が投資者の利益を害しないことを確保するための措置として、社内規程

等を制定してそれにしたがった管理を行うとともに、社内規程等の遵守状況についてモニタリングを必

要に応じて行っています。当該措置の詳細については、後記「３　投資リスク　（２）投資リスクに関

する管理体制」をご参照ください。

・　委託会社またはその関係会社が設定または運用する投資信託または外国投資法人が発行する有価証

券の当ファンドでの組入れ

・　委託会社等の関係会社である証券会社が引受けを行った有価証券の当ファンド、マザーファンドお

よびマネープール・マザーファンドでの組入れ

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける有価証券取引等の、委

託会社等の関係会社である証券会社等に対する発注

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおいて保有もしくは取引する

有価証券または当ファンドの受益権の、委託会社等またはその関係会社の役職員による売買等の取引

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける有価証券取引等の発注

と、委託会社等が運用する他の運用資産における有価証券取引等の発注を、束ねて一括して発注する

こと（一括発注）

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドの運用担当者（ポートフォリ

オ・マネジャー、アナリスト等）が贈答、茶菓の接待等を受けた、証券会社等に対する当ファンド、

マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける有価証券等の発注、または有価証券の

発行体の発行する有価証券の当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドでの

組入れ

・　委託会社等またはその関係会社と取引関係のある有価証券の発行体が発行する有価証券にかかる議

決権の当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける行使

・　当ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドと、委託会社等が運用する他の

運用資産間において行う有価証券等の取引（クロス取引）

・　委託会社による当ファンドの受益権の取得申込みおよび換金

 

（２）投資対象

＜訂正前＞

（略）

（参考）マザーファンドの投資対象

（略）

■　グローバルインカムファンド

（略）

運用会社 （略）

＊　平成29年９月末時点において、実際に運用を行っている運用会社です。それ

以外の運用会社は組入れるアセットクラスに応じて運用を行います。

 

（注）組入れるアセットクラスによっては、前記以外のＪ．Ｐ．モルガン・ア

セット・マネジメントの運用会社が運用する場合があります。

 
■　マネープール・ファンド

（略）
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運用会社（委託会社） ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社

 

＜訂正後＞

（略）

（参考）マザーファンドの投資対象

（略）

■　グローバルインカムファンド

（略）

運用会社 （略）

＊　平成30年３月末時点において、実際に運用を行っている運用会社です。それ

以外の運用会社は組入れるアセットクラスに応じて運用を行います。

 

（注）組入れるアセットクラスによっては、前記以外のＪ．Ｐ．モルガン・ア

セット・マネジメントの運用会社が運用する場合があります。

 
■　マネープール・ファンド

（略）

運用会社 ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（委託会社）

マネープール・マザーファンドの運用をＪＰモルガン・アセット・マ

ネジメント（ＵＫ）リミテッド（英国法人）に委託します。

 

（３）運用体制

＜訂正前＞

（イ）マザーファンドの運用体制

（略）
 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成29年９月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（略）

 

（ハ）投資先ファンドの運用体制

　　以下は、投資先ファンドにおける運用体制です。

 

■　グローバルインカムファンド

　　以下は、平成29年９月末時点で実際に当該投資先ファンドを運用しているＪ．Ｐ．モルガン・イン

ベストメント・マネージメント・インクおよびＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミ

テッドにおけるものです。

（略）
（注２）前記の運用体制、組織名称等は、平成29年９月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

■　マネープール・ファンド

　　以下は、当該投資先ファンドの主要投資先であるマネープール・マザーファンドにおける運用体制

です。

①　マネープール・マザーファンドの運用は、委託会社の債券運用部が行います。

②　委託会社の債券運用部（２名）に所属するマネープール・マザーファンドのポートフォリオ・マ

ネジャーは、運用計画を策定し、運用計画に基づき、投資判断を行いポートフォリオを構築し、投

資判断に基づく債券の売買を執行します。
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③　委託会社の運用分析部門において、ポートフォリオの分析および評価が行われ、運用部門から独

立したインベストメント・ダイレクターや、マネープール・マザーファンドのポートフォリオ・マ

ネジャーにその情報を提供します。

④　運用部門から独立した委託会社の以下の部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行いま

す。

・　インベストメント・ダイレクターは、マネープール・マザーファンドの投資方針や投資制限に

則ったポートフォリオであるか、およびマネープール・マザーファンドが取ったリスクが妥当な

水準であるかを定期的にチェックし、必要があれば是正を求めます。また、投資ガイドライン＊の

遵守状況の報告を受け、必要があれば是正を求めます。

　（略）

 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成29年９月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

委託会社では社内規程を定め、運用等にかかわる組織およびその組織の権限と責任を明らかにすると

ともに、マネープール・ファンドおよびマネープール・マザーファンド固有の運用に関する社内ルール

を定めています。

 

・　マネープール・ファンドおよびマネープール・マザーファンドにおける委託会社による、受託会社

に対する管理体制

　　委託会社の事務管理部門において、日々の業務を通じ、受託会社の管理体制および知識・経験等を

評価しています。また、必要に応じミーティングを行い、受託会社の業務の状況を確認しています。

 

＜訂正後＞

（イ）マザーファンドの運用体制

（略）
 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成30年３月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（略）

 

（ハ）投資先ファンドの運用体制

　　以下は、投資先ファンドにおける運用体制です。

 

■　グローバルインカムファンド

　　以下は、平成30年３月末時点で実際に当該投資先ファンドを運用しているＪ．Ｐ．モルガン・イン

ベストメント・マネージメント・インクおよびＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミ

テッドにおけるものです。

（略）
（注２）前記の運用体制、組織名称等は、平成30年３月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

■　マネープール・ファンド

　　以下は、当該投資先ファンドの主要投資先であるマネープール・マザーファンドにおける運用体制

です。

①　マネープール・マザーファンドの運用は、グローバル債券運用グループのグローバル・レイツ・

チーム（平成30年３月末現在約20名）に所属するＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）

リミテッドのポートフォリオ・マネジャーが行います。

②　マネープール・マザーファンドのポートフォリオ・マネジャーは、経済成長、インフレ、金利、

財政、政治等マクロ面からの調査を踏まえた市場見通しに基づき、投資戦略を策定し、それに基づ

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 8/43



き、債券の売買を行いポートフォリオを構築します。なお、債券の売買について、ＪＦアセット・

マネジメント・リミテッド＊（香港法人）に委託する場合があります。

＊　ＪＦアセット・マネジメント・リミテッドは、Ｊ．Ｐ．モルガン・アセット・マネジメントの一員です。

③　運用部門から独立したＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッドの以下の部門

が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。

　・　インベストメント・ダイレクターは、達成した運用成果やマネープール・マザーファンドが

取ったリスクが妥当な水準であるか、およびマネープール・マザーファンドの運用がその投資目

標にしたがっているかを定期的にチェックし、必要があれば是正を求めます。

　（略）

 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成30年４月７日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

・　委託会社による、運用委託先および受託会社に対する管理体制

　委託会社は、運用委託先の管理については、社内規程を定め、その規程にしたがい、運用商品管理

部門が運用体制の状況や運用の基本方針に沿った運用業務の遂行の確認等を行うことにより管理して

います。

　また、受託会社の管理については、委託会社の事務管理部門において、日々の業務を通じ、受託会

社の管理体制および知識・経験等を評価しています。さらに、必要に応じミーティングを行い、受託

会社の業務の状況を確認しています。

 

（５）投資制限

＜訂正前＞

（略）

（ハ）投資先ファンドおよびマネープール・マザーファンドの主な投資制限は、以下のとおりです。

（略）

（参考）

①（略）

②　マネープール・ファンドおよびマネープール・マザーファンドについて、金融商品取引業等に関

する内閣府令には以下のような投資制限があります。

　　委託会社は、マネープール・ファンドまたはマネープール・マザーファンドの信託財産に関し、

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標にかかる変動その他の理由により発生

し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合理的な方法により算出した額が当該

信託財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリバティブ取引を行い、または継続する

ことを受託会社に指図してはなりません。具体的には以下のとおりです。

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

（ハ）投資先ファンドおよびマネープール・マザーファンドの主な投資制限は、以下のとおりです。

（略）

（参考）

①（略）

②　マネープール・ファンドおよびマネープール・マザーファンドについて、金融商品取引業等に関

する内閣府令には以下のような投資制限があります。

　　委託会社（運用委託先を含みます。）は、マネープール・ファンドまたはマネープール・マザー

ファンドの信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標にかかる

変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合理的な

方法により算出した額が当該信託財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリバティブ
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取引を行い、または継続することを受託会社に指図してはなりません。具体的には以下のとおりで

す。

（略）

③　一般社団法人投資信託協会規則に定める、一の者に対する「株式等エクスポージャー」、「債券

等エクスポージャー」および「デリバティブ等エクスポージャー」それぞれのマネープール・ファ

ンドおよびマネープール・マザーファンドの純資産総額に対する比率は、原則として、それぞれで

10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場合には、委託会社は、一

般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整するものとします。

 

３【投資リスク】

 

（１）リスク要因

投資先ファンドのリスク

＜訂正前＞

（略）

■　マネープール・ファンド

　　（略）

④　投資方針の変更について

　　経済情勢や投資環境の変化、または投資効率の観点等から、当該投資先ファンドまたはマネープー

ル・マザーファンドの投資対象および投資手法の変更を行う場合があります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

■　マネープール・ファンド

　　（略）

④　投資方針の変更について

　　経済情勢や投資環境の変化、または投資効率の観点等から、当該投資先ファンドまたはマネープー

ル・マザーファンドの投資対象および投資手法の変更を行う場合があります。また、運用委託先を変

更する場合があります。

（以下略）

 

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　３　投資リスク　（１）リスク要因」末尾の

参考情報について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞
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（２）投資リスクに関する管理体制

＜訂正前＞

（略）

 

（ロ）投資先ファンドにおけるリスク管理

 

■　グローバルインカムファンド

　　以下は、平成29年９月末時点で実際に当該投資先ファンドを運用しているＪ．Ｐ．モルガン・インベ

ストメント・マネージメント・インクおよびＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッ

ドにおけるものです。

　　同社においては、運用部門から独立した以下の部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行いま

す。

（略）

（平成29年９月末現在）

（略）

 

■　マネープール・ファンド

以下は、当該投資先ファンドの主要投資先であるマネープール・マザーファンドにおけるものです。

　　委託会社においては、運用部門から独立した以下の部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行

います。

（略）

（平成29年９月末現在）

・　インベストメント・ダイレクターは、マネープール・マザーファンドの投資方針や投資制限に則っ

たポートフォリオであるか、およびマネープール・マザーファンドが取ったリスクが妥当な水準であ

るかを定期的にチェックし、必要があれば是正を求めます。また、投資ガイドライン＊の遵守状況の報

告を受け、必要があれば是正を求めます。

（略）

 

（略）

 

＜当ファンド、マザーファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて行われることがある、投資

者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引が、投資者の利益を害しないことを確保するため

の措置の詳細＞

　委託会社が当ファンド、マザーファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて行うことがあ

る、自己または第三者の利益を図るために投資者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引

が、投資者の利益を害しないことを確保するための措置の詳細は以下のとおりです。

投資者の利益を害することとなる

潜在的なおそれのある取引の内容
投資者の利益を害しないことを確保するための措置

（略）

委託会社の関係会社である証券会社が引

受けを行った有価証券の当ファンド、マ

ザーファンドおよびマネープール・マ

ザーファンドでの組入れ

（略）

当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドにおける有

価証券取引等の、委託会社の関係会社で

ある証券会社等に対する発注

（略）
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当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドにおいて保

有もしくは取引する有価証券または当

ファンドの受益権の、委託会社またはそ

の関係会社の役職員による売買等の取引

　委託会社の役職員による有価証券の売買等の取引は、社内規程等

に基づき原則としてコンプライアンス部門の事前承認を得ることが

義務付けられており、利益相反をうかがわせる事実がないことが確

認できた場合のみ承認がなされます。また、取引後にコンプライア

ンス部門が取引内容を精査し、役職員の取引の時期・銘柄が、当

ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドに

おいて取引されたものと重なる等の利益相反が生じていないことを

確認します。

当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドにおける有

価証券取引等の発注と、委託会社が運用

する他の運用資産における有価証券取引

等の発注を、束ねて一括して発注するこ

と（一括発注）

（略）

（略）

　委託会社の役職員が贈答、茶菓の接待等を受けた際は、原則とし

て社内規程等に基づきその内容をコンプライアンス部門に報告する

義務があります。コンプライアンス部門は、当該報告に基づき、贈

答、茶菓の接待等を受けたことが、特定の証券会社等への取引の発

注や特定の銘柄の有価証券の組入れにつながっていないことをモニ

タリングします。

委託会社またはその関係会社と取引関係

のある有価証券の発行体が発行する有価

証券にかかる議決権の当ファンド、マ

ザーファンドおよびマネープール・マ

ザーファンドにおける行使

（略）

当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドと、委託会

社が運用する他の運用資産間において行

う有価証券等の取引（クロス取引）

（略）

（略）

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

 

（ロ）投資先ファンドにおけるリスク管理

 

■　グローバルインカムファンド

　　以下は、平成30年３月末時点で実際に当該投資先ファンドを運用しているＪ．Ｐ．モルガン・インベ

ストメント・マネージメント・インクおよびＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッ

ドにおけるものです。

　　同社においては、運用部門から独立した以下の部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行いま

す。

（略）

（平成30年３月末現在）

（略）

 

■　マネープール・ファンド

以下は、当該投資先ファンドの主要投資先であるマネープール・マザーファンドの運用委託先である

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッドにおけるものです。同社では、運用部門か

ら独立した以下の部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。　

（略）

（平成30年４月７日現在）
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・　インベストメント・ダイレクターは、達成した運用成果やマネープール・マザーファンドが取った

リスクが妥当な水準であるか、およびマネープール・マザーファンドの運用がその投資目標にした

がっているかを定期的にチェックし、必要があれば是正を求めます。

（略）

 

（略）

 

＜当ファンド、マザーファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて行われることがある、投資

者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引が、投資者の利益を害しないことを確保するため

の措置の詳細＞

　委託会社等が当ファンド、マザーファンドまたはマネープール・マザーファンドにおいて行うことがあ

る、自己または第三者の利益を図るために投資者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引

が、投資者の利益を害しないことを確保するための措置の詳細は以下のとおりです。

投資者の利益を害することとなる

潜在的なおそれのある取引の内容
投資者の利益を害しないことを確保するための措置

（略）

委託会社等の関係会社である証券会社が

引受けを行った有価証券の当ファンド、

マザーファンドおよびマネープール・マ

ザーファンドでの組入れ

（略）

当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドにおける有

価証券取引等の、委託会社等の関係会社

である証券会社等に対する発注

（略）

当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドにおいて保

有もしくは取引する有価証券または当

ファンドの受益権の、委託会社等または

その関係会社の役職員による売買等の取

引

　委託会社等の役職員による有価証券の売買等の取引は、社内規程

等に基づき原則としてコンプライアンス部門の事前承認を得ること

が義務付けられており、利益相反をうかがわせる事実がないことが

確認できた場合のみ承認がなされます。また、取引後にコンプライ

アンス部門が取引内容を精査し、役職員の取引の時期・銘柄が、当

ファンド、マザーファンドおよびマネープール・マザーファンドに

おいて取引されたものと重なる等の利益相反が生じていないことを

確認します。

当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドにおける有

価証券取引等の発注と、委託会社等が運

用する他の運用資産における有価証券取

引等の発注を、束ねて一括して発注する

こと（一括発注）

（略）

（略）

　委託会社等の役職員が贈答、茶菓の接待等を受けた際は、原則と

して社内規程等に基づきその内容をコンプライアンス部門に報告す

る義務があります。コンプライアンス部門は、当該報告に基づき、

贈答、茶菓の接待等を受けたことが、特定の証券会社等への取引の

発注や特定の銘柄の有価証券の組入れにつながっていないことをモ

ニタリングします。

委託会社等またはその関係会社と取引関

係のある有価証券の発行体が発行する有

価証券にかかる議決権の当ファンド、マ

ザーファンドおよびマネープール・マ

ザーファンドにおける行使

（略）

当ファンド、マザーファンドおよびマ

ネープール・マザーファンドと、委託会

社等が運用する他の運用資産間において

行う有価証券等の取引（クロス取引）

（略）

（略）

（以下略）
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４【手数料等及び税金】

＜訂正前＞

（略）

（３）信託報酬等

　（略）

＜ご参考：投資先ファンドの運用管理費用等＞

投資先ファンド
運用管理費用または信託報酬の率

（投資先ファンドの日々の純資産総額に対し）
（略）

マネープール・
ファンド

信託報酬率：年率0.1026％
（税抜0.095％）

委託

会社

投資判断、受託会社に対する指図等の運

用業務、基準価額の計算業務、およびこ

れらに付随する業務の対価

（略）

マネープール・マザーファンドにおいては、信託報酬はかかりません。

 

（略）

 

（５）課税上の取扱い

　　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとな

ります。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成29年

10月末現在適用されるものです。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

（３）信託報酬等

　（略）

＜ご参考：投資先ファンドの運用管理費用等＞

投資先ファンド
運用管理費用または信託報酬の率

（投資先ファンドの日々の純資産総額に対し）
（略）

マネープール・
ファンド

信託報酬率：年率0.1026％
（税抜0.095％）

委託

会社

投資判断、受託会社に対する指図等の運

用業務（運用委託先が行う業務を含みま

す。）、基準価額の計算業務、およびこ

れらに付随する業務の対価

（略）

マネープール・ファンドの信託報酬には、マネープール・マザーファンドの運用委託先への報酬＊が

含まれます。

マネープール・マザーファンドにおいては、信託報酬はかかりません。

＊　投資判断等の運用業務およびこれに付随する業務の対価として支払われます。

 

（略）

 

（５）課税上の取扱い

　　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとな

ります。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成30年

４月末現在適用されるものです。

（以下略）
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５【運用状況】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」について、以下の内容に更

新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

（１）投資状況

  （平成30年４月２日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

親投資信託受益証券 日本 81,660,300,958 100.05

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － △41,063,796 △0.05

合計(純資産総額)  81,619,237,162 100.00

　（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。投資比率は四捨五入です。

親投資信託は、全て「ＧＩＭベスト・インカム・マザーファンド（適格機関投資家専用）」です（以下同じ）。

 

（参考）ＧＩＭベスト・インカム・マザーファンド（適格機関投資家専用）

  （平成30年４月２日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

投資信託受益証券 日本 1,006,409 0.00

投資証券 ルクセンブルク 304,885,864,061 98.73

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 3,906,041,496 1.26

合計(純資産総額)  308,792,911,966 100.00

　（注）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。投資比率は四捨五入です。

 

（２）投資資産

①　投資有価証券の主要銘柄

（平成30年４月２日現在）

順

位

国／

地域
種類 銘柄名 口数

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本
親投資信託

受益証券

ＧＩＭベスト・インカム・マザーファン

ド（適格機関投資家専用）
73,251,077,286 1.1192 81,988,982,427 1.1148 81,660,300,958 100.05

 

（参考）ＧＩＭベスト・インカム・マザーファンド（適格機関投資家専用）

（平成30年４月２日現在）

順

位
国／地域 種類 銘柄名 口数

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 ルクセンブルク 投資証券 JPMI GLOBAL INCOME FUND I JPY 23,104,415.282 13,538.71 312,804,054,612 13,196 304,885,864,061 98.73

2 日本
投資信託

受益証券

ＧＩＭジャパン・マネープー

ル・ファンドＦ（適格機関投

資家専用）

998,521 1.007 1,005,510 1.0079 1,006,409 0.00

 

種類別投資比率

 （平成30年４月２日現在）

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.05

 

（参考）ＧＩＭベスト・インカム・マザーファンド（適格機関投資家専用）

 （平成30年４月２日現在）

種類 投資比率（％）
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投資信託受益証券 0.00

投資証券 98.73

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③　その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。

 

（３）運用実績

①　純資産の推移

　平成30年４月２日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は

次の通りです。

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配落）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配付）

１期 （平成27年９月15日） 7,574 7,574 0.9873 0.9873

２期 （平成28年９月15日） 18,399 18,399 1.0228 1.0228

３期 （平成29年９月15日） 54,468 54,468 1.0825 1.0825

 平成29年４月末日 32,219 － 1.0705 －

 平成29年５月末日 35,462 － 1.0795 －

 平成29年６月末日 41,708 － 1.0752 －

 平成29年７月末日 48,036 － 1.0818 －

 平成29年８月末日 52,432 － 1.0756 －

 平成29年９月末日 56,787 － 1.0842 －

 平成29年10月末日 62,524 － 1.0997 －

 平成29年11月末日 66,597 － 1.0998 －

 平成29年12月末日 71,110 － 1.1065 －

 平成30年１月末日 77,372 － 1.1140 －

 平成30年２月末日 80,121 － 1.0949 －

 平成30年３月末日 81,410 － 1.0757 －

 平成30年４月２日 81,619 － 1.0756 －

 

②　分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

１期 0.0000

２期 0.0000

３期 0.0000

４期（中間期） 0.0000

 

③　収益率の推移

期 収益率（％）

１期 △1.27

２期 3.60
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３期 5.84

４期（中間期） 0.39

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前

期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。

 

（４）設定及び解約の実績

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

１期 7,745,175,380 73,519,916 7,671,655,464

２期 13,475,889,238 3,157,694,788 17,989,849,914

３期 40,505,355,943 8,176,033,304 50,319,172,553

４期（中間期） 30,447,366,236 6,408,521,580 74,358,017,209

　（注１）第１期の設定口数には、当初申込期間中の設定口数を含みます。

　（注２）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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<参考情報>
最新の運用実績は、委託会社ホームページ（http://www.jpmorganasset.co.jp/）、または販売会社でご確認いただけます。

過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

 
基準日 2018年４月２日 設定日 2014年９月17日

純資産総額 816億円 決算回数 年１回

基準価額・純資産の推移  分配の推移
 期 年月 円

 １期 2015年９月 0

 ２期 2016年９月 0

 ３期 2017年９月 0

  設定来累計 0

 
 

＊分配金は税引前1万口当たりの金額です。

＊基準価額は、1万口当たり、信託報酬控除後です。   
 
ポートフォリオの構成状況  

資産の種類 投資比率※1  

ＪＰＭグローバル・インカム・ファンド（Ｉクラス） 98.7%  

ＧＩＭジャパン・マネープール・ファンドＦ（適格機関投資家専用） 0.0%  

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 1.3%  

合計（純資産総額） 100.0%  
 
種類別構成状況  国・地域別構成状況  

種類 投資比率※3  投資国※2 投資比率※3

ハイ・イールド債券 28.0%  米国 50.4%

先進国株式 15.7%  欧州（除く英国） 17.4%

欧州株式 11.5%  新興国 15.8%

優先株式等※4 9.1%  英国 7.0%

新興国債券 7.6%  カナダ 2.0%

その他 22.9%  その他 2.2%
 
組入上位銘柄

 
年間収益率の推移

＊年間収益率（％）＝（年末営業日の基準価額÷前年末営業日の基準価額－1）×100

＊2014年の年間収益率は設定日から年末営業日、2018年の年間収益率は前年末営業日から2018年4月2日までのものです。

＊ベンチマークは設定していません。

＊当ページにおける「ファンド」は、ＪＰＭベスト・インカム（年１回決算型）です。

運用実績において、金額は表示単位以下を切捨て、投資比率および収益率は表示単位以下を四捨五入して記載しています。

※1　各比率はファンドの純資産総額に対する比率を記載しています。

※2　国・地域については、当社グループの判断に基づき分類しています。

※3　ファンドは各投資先ファンドを通じて投資を行うため、各投資先ファンドの投資銘柄をファンドが直接保有しているものとみなし、ファン

ドの純資産総額に対する投資比率として計算しています。なお、運用実績の基準日のファンドの基準価額算出に使用されているデータ（Ｊ

ＰＭグローバル・インカム・ファンド（Ｉクラス）およびＧＩＭジャパン・マネープール・ファンドＦ（適格機関投資家専用）は2018年3月

最終営業日のもの）を使用しています。

※4　優先株式とは、普通株式に比べて利益配当や残余財産の分配について優先的に受け取ることができる株式をいいます。

 
第２【管理及び運営】
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３【資産管理等の概要】

（５）その他

④　関係会社との契約の更新等に関する手続について

　＜訂正前＞

　　委託会社と販売会社との間の募集等の取扱い等に関する契約において、有効期間満了の３ヵ月前まで

に、当事者のいずれからも何らの意思表示がないときは、自動的に１年間更新されるものとし、自動延

長後の取扱いについてもこれと同様とするとされています。委託会社と販売会社との間の当該契約は、

かかる規定にしたがって自動更新され、現在に至っています。当ファンドの受益権の募集等の取扱い等

も当該契約に基づいています。

 

　＜訂正後＞

（ａ）委託会社と販売会社との間の募集等の取扱い等に関する契約において、有効期間満了の３ヵ月前

までに、当事者のいずれからも何らの意思表示がないときは、自動的に１年間更新されるものと

し、自動延長後の取扱いについてもこれと同様とするとされています。委託会社と販売会社との間

の当該契約は、かかる規定にしたがって自動更新され、現在に至っています。当ファンドの受益権

の募集等の取扱い等も当該契約に基づいています。

（ｂ）委託会社と運用委託先との間の投資運用の委託に関する契約には期限の定めはありません。
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第３【ファンドの経理状況】
 
＜訂正前＞

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３期計算期間（平成28年９月16

日から平成29年９月15日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受け

ております。

 

＜訂正後＞

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づき作成しております。

また、当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３および第57条の２の規定により、「投資信託財

産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、財務諸表および中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３期計算期間（平成28年９月16

日から平成29年９月15日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受け

ております。

また、当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（平成29年

９月16日から平成30年３月15日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による

中間監査を受けております。

 

　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」について、以下の中間財

務諸表に関する事項が追加されます。

 

＜追加＞
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中間財務諸表

【ＪＰＭベスト・インカム（年１回決算型）】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：円）

 前計算期間末
(平成29年９月15日現在)

当中間計算期間末
(平成30年３月15日現在)

資産の部   
流動資産   
親投資信託受益証券 54,670,484,356 81,147,544,411

未収入金 154,335,150 157,587,319

流動資産合計 54,824,819,506 81,305,131,730

資産合計 54,824,819,506 81,305,131,730

負債の部   
流動負債   
未払解約金 154,335,150 157,587,319

未払受託者報酬 6,432,046 11,024,687

未払委託者報酬 192,961,127 330,740,478

その他未払費用 2,619,120 2,868,550

流動負債合計 356,347,443 502,221,034

負債合計 356,347,443 502,221,034

純資産の部   
元本等   
元本 ※１ 50,319,172,553 ※１ 74,358,017,209

剰余金   
中間剰余金又は中間欠損金（△） 4,149,299,510 6,444,893,487

（分配準備積立金） 1,705,525,035 1,537,399,189

元本等合計 54,468,472,063 80,802,910,696

純資産合計 54,468,472,063 80,802,910,696

負債純資産合計 54,824,819,506 81,305,131,730
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

  （単位：円）

 
前中間計算期間

(自　平成28年９月16日
　至　平成29年３月15日)

当中間計算期間
(自　平成29年９月16日
　至　平成30年３月15日)

営業収益   
有価証券売買等損益 776,742,781 238,134,222

営業収益合計 776,742,781 238,134,222

営業費用   
受託者報酬 3,538,365 11,024,687

委託者報酬 106,150,812 330,740,478

その他費用 2,636,220 2,868,550

営業費用合計 112,325,397 344,633,715

営業利益又は営業損失（△） 664,417,384 △106,499,493

経常利益又は経常損失（△） 664,417,384 △106,499,493

中間純利益又は中間純損失（△） 664,417,384 △106,499,493

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
48,752,102 90,572,114

期首剰余金又は期首欠損金（△） 409,541,387 4,149,299,510

剰余金増加額又は欠損金減少額 390,493,493 3,042,347,486

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
390,493,493 3,042,347,486

剰余金減少額又は欠損金増加額 72,452,469 549,681,902

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
72,452,469 549,681,902

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 1,343,247,693 6,444,893,487
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当中間財務諸表対象期間

有価証券の評価基準

および評価方法

親投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準価額で評価しておりま

す。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

区分
前計算期間末

(平成29年９月15日現在)

当中間計算期間末

(平成30年３月15日現在)

※１期首元本額 17,989,849,914円 50,319,172,553円

期中追加設定元本額 40,505,355,943円 30,447,366,236円

期中一部解約元本額 8,176,033,304円 6,408,521,580円

受益権の総数 50,319,172,553口 74,358,017,209口

１口当たりの純資産額 1.0825円 1.0867円

(１万口当たりの純資産額) (10,825円) (10,867円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 前計算期間末または当中間計算期間末

１．中間貸借対照表計

上額、時価および

その差額

　中間貸借対照表計上額は前計算期間末または当中間計算期間末の時価

で計上しているため、その差額はありません。

２．時価の算定方法 (1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しております。

(2)有価証券以外の金融商品

　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としておりま

す。

３．金融商品の時価等

に関する事項につ

いての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない

場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定

においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件に

よった場合、当該価額が異なることもあります。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

24/43



（参考）

　当ファンドは「ＧＩＭベスト・インカム・マザーファンド（適格機関投資家専用）」受益証券を主要投

資対象としており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て同親投資信

託の受益証券であります。

　尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。

 

「ＧＩＭベスト・インカム・マザーファンド（適格機関投資家専用）」の状況

　尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

（１）貸借対照表

   （単位：円）

区分
注記

番号

(平成29年９月15日現在) (平成30年３月15日現在)

金額 金額

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  3,401,618,901 4,133,625,435

投資信託受益証券  1,005,510 1,006,109

投資証券  220,724,154,612 302,719,343,005

未収配当金  855,181,800 1,181,255,128

流動資産合計  224,981,960,823 308,035,229,677

資産合計  224,981,960,823 308,035,229,677

負債の部    

流動負債    

未払解約金  1,037,672,797 922,955,185

未払利息  9,039 11,891

流動負債合計  1,037,681,836 922,967,076

負債合計  1,037,681,836 922,967,076

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 200,728,444,384 272,828,123,374

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  23,215,834,603 34,284,139,227

元本等合計  223,944,278,987 307,112,262,601

純資産合計  223,944,278,987 307,112,262,601

負債純資産合計  224,981,960,823 308,035,229,677
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（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当財務諸表対象期間

有価証券の評価基準

および評価方法

投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、投資信託受益証券の基準価額で評価しておりま

す。

投資証券

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価しておりま

す。

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証券

　金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品

取引所等における最終相場（外貨建証券の場合は知りうる直近の最終相

場）で評価しております。

　当該金融商品取引所等の最終相場がない場合には、当該金融商品取引

所等における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日の最

終相場によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引

所等における気配相場で評価しております。

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券

　当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参

考統計値（平均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は

使用しない）又は価格提供会社の提供する価額のいずれかから入手した

価額で評価しております。

 (3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認

定できない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務に基づいて合

理的事由をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が

合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

区分 (平成29年９月15日現在) (平成30年３月15日現在)

※１期首元本額 74,453,135,448円 200,728,444,384円

期中追加設定元本額 160,741,198,517円 99,261,563,541円

期中解約元本額 34,465,889,581円 27,161,884,551円

元本の内訳（注）   

ＪＰＭベスト・インカム（年１回決算

型）
49,001,061,537円 72,086,296,892円

ＪＰＭベスト・インカム（毎月決算

型）
151,727,382,847円 200,741,826,482円

合　計 200,728,444,384円 272,828,123,374円

受益権の総数 200,728,444,384口 272,828,123,374口

１口当たりの純資産額 1.1157円 1.1257円

(１万口当たりの純資産額) (11,157円) (11,257円)

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額
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（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 各期間末

１．貸借対照表計上

額、時価およびそ

の差額

　貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はあり

ません。

２．時価の算定方法 (1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しております。

(2)有価証券以外の金融商品

　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としておりま

す。

３．金融商品の時価等

に関する事項につ

いての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない

場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定

においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件に

よった場合、当該価額が異なることもあります。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

　該当事項はありません。

 

２【ファンドの現況】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　２　ファンドの現況」について、以下の

内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

【純資産額計算書】

  （平成30年４月２日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 81,821,023,055 円

 Ⅱ　負債総額 201,785,893 円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 81,619,237,162 円

 Ⅳ　発行済口数 75,882,208,044 口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.0756 円

 

（参考）ＧＩＭベスト・インカム・マザーファンド（適格機関投資家専用）

  （平成30年４月２日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 311,036,079,603 円

 Ⅱ　負債総額 2,243,167,637 円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 308,792,911,966 円

 Ⅳ　発行済口数 276,999,977,556 口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.1148 円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】
１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

①　資本金の額（平成29年10月末現在）

（略）

 

②（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部のグローバ

ル運用商品部およびグローバル債券商品部が為替ヘッジのための投資判断を行い、債券運用部が取引

を執行します。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成29年10月末現在のものであり、今後変更となる

場合があります。

 

＜訂正後＞

①　資本金の額（平成30年４月末現在）

（略）

 

②（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部のグローバ

ル運用商品部およびグローバル債券商品部が為替ヘッジのための投資判断を行います。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成30年４月末現在のものであり、今後変更となる

場合があります。

 

 

２【事業の内容及び営業の概況】

 

＜訂正前＞

（略）

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、平成29年10月末現在以下のとおりです（親投資信託は本数

のみ。）。

 本数 純資産額（百万円）

公募追加型株式投資信託 76 834,520

公募単位型株式投資信託 － －

公募追加型債券投資信託 － －

公募単位型債券投資信託 － －

私募投資信託 61 3,207,809

総合計 137 4,042,329

親投資信託 53 －

（注）百万円未満は四捨五入
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＜訂正後＞

（略）

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、平成30年４月末現在以下のとおりです（親投資信託は本数

のみ。）。

 本数 純資産額（百万円）

公募追加型株式投資信託 74 1,012,498

公募単位型株式投資信託 － －

公募追加型債券投資信託 － －

公募単位型債券投資信託 － －

私募投資信託 60 3,561,902

総合計 134 4,574,400

親投資信託 52 －

（注）百万円未満は四捨五入
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３【委託会社等の経理状況】

 

＜訂正前＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第27期事業年度（平成28年４月１日から

平成29年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監査を受けており

ます。

 

＜訂正後＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

に基づいて作成しております。

　　なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第27期事業年度（平成28年４月１日から

平成29年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監査を受けており

ます。

　　また、第28期中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の中間財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により中間監査

を受けております。

 

 

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」につい

て、以下の中間財務諸表が追加されます。

 

＜追加＞
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  
第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％）

流動資産     

現金及び預金   9,581,999  

前払費用   62,102  

未収入金   22,393  

未収委託者報酬   2,227,564  

未収収益   1,319,520  

関係会社短期貸付金   3,753,000  

その他   7,722  

流動資産計   16,974,304 84.8

固定資産     

投資その他の資産   3,049,544  

関係会社株式  60,000   

投資有価証券  2,345,886   

敷金保証金  568,627   

前払年金費用  55,530   

その他  19,500   

固定資産計   3,049,544 15.2

資産合計   20,023,848 100.0
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第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

負債の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％）

流動負債     

預り金   89,221  

未払金   1,693,404  

未払手数料  1,077,792   

その他未払金 ※１ 615,612   

未払費用   579,092  

未払法人税等   415,840  

賞与引当金   1,174,284  

役員賞与引当金   29,581  

流動負債計   3,981,424 19.9

固定負債     

長期未払金   287,017  

賞与引当金   516,368  

役員賞与引当金   262,942  

繰延税金負債   5,701  

固定負債計   1,072,029 5.3

負債合計   5,053,454 25.2
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第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

純資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％）

株主資本     

資本金   2,218,000  

資本剰余金   1,000,000  

資本準備金  1,000,000   

利益剰余金   11,739,480  

利益準備金  33,676   

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金  11,705,803   

株主資本計   14,957,480 74.7

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金   12,914  

評価・換算差額等計   12,914 0.1

純資産合計   14,970,394 74.8

負債・純資産合計   20,023,848 100.0
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(2）中間損益計算書

  
第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比

  （千円） （千円） （％）

営業収益     

委託者報酬   5,647,543  

運用受託報酬   2,797,697  

業務受託報酬   483,755  

その他   204,119  

営業収益計   9,133,115 100.0

営業費用・一般管理費     

営業費用   4,053,570  

支払手数料  2,731,918   

調査費  970,987   

その他営業費用  350,664   

一般管理費   4,920,250  

営業費用・一般管理費計   8,973,821 98.3

営業利益   159,294 1.7

営業外収益 ※１ 23,965   

営業外収益計   23,965 0.3

営業外費用 ※２ 25,163   

営業外費用計   25,163 0.3

経常利益   158,096 1.7

税引前中間純利益   158,096 1.7

法人税、住民税及び事業税   506,933 5.5

中間純損失   △348,837 △3.8
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重要な会計方針

項目
第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

１．有価証券の評価基準
及び評価方法

(1）関係会社株式
　移動平均法による原価法を採用してお
ります。

 (2）その他有価証券
 時価のあるもの
 　中間決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

２．引当金の計上基準 (1）賞与引当金
 　従業員に対する賞与の支給、及び親会

社の運営する株式報酬制度に係る将来の
費用負担に備えるため、当中間会計期間
に帰属する額を計上しております。

 (2）役員賞与引当金
 　役員に対する賞与の支給、及び親会社

の運営する株式報酬制度に係る将来の費
用負担に備えるため、当中間会計期間に
帰属する額を計上しております。

 (3）退職給付引当金
 　従業員に対する退職給付に備えるた

め、当中間期末における退職給付債務と
年金資産の見込額に基づき退職給付引当
金を計上しております。ただし、当中間
期末においては、年金資産の額が、退職
給付債務に未認識数理計算上の差異等を
加減した額を超過するため、資産の部に
前払年金費用を計上しております。

 　退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当中間期末までの期間に帰属
させる方法については、期間定額基準に
よっております。

 　過去勤務債務については、その発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（８年）による定額法によ
り、発生した事業年度から費用処理して
おります。

 　数理計算上の差異は、その発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（８年）による定額法により按
分額を、それぞれ発生した翌事業年度か
ら費用処理することとしております。

３．その他中間財務諸表
作成のための基本と
なる重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっております。

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

35/43



注記事項

（中間貸借対照表関係）

第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

※１　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債

の「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。

 

（中間損益計算書関係）

第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

※１　営業外収益のうち主要なもの　　（千円）

受取利息　　　　　　　　　　　 7,003

※２　営業外費用のうち主要なもの　　（千円）

為替差損　　　　　　　　　　　21,098

 

（リース取引関係）

第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は以下のとおりであ

ります。
　
１年以内 672,813 千円

１年超 1,682,788 千円

合計 2,355,602 千円
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（金融商品関係）

第28期中間会計期間末（平成29年９月30日）

金融商品の時価等に関する事項

①　平成29年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含めておりません。また、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません（（注）２．参照）。

    （単位：千円）

  
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

 (1）現金及び預金 9,581,999 9,581,999 －

 (2）未収委託者報酬 2,227,564 2,227,564 －

 (3）未収収益 1,319,520 1,319,520 －

 (4）関係会社短期貸付金 3,753,000 3,753,000 －

 (5）投資有価証券 2,345,886 2,345,886 －

 (6）敷金保証金 568,627 567,508 1,118

 資産計 19,796,599 19,795,480 1,118

 (1）未払手数料 1,077,792 1,077,792 －

 (2）その他未払金 615,612 615,612 －

 (3）未払費用 579,092 579,092 －

 (4）長期未払金 287,017 286,416 600

 負債計 2,559,513 2,558,913 600

 

（注）１．金融商品の時価算定方法

 

資産

(1）現金及び預金、(2）未収委託者報酬、(3）未収収益、及び(4）関係会社短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

(5）投資有価証券

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によってお

ります。

 

(6）敷金保証金

　敷金保証金の時価については、当該保証金の返還時期を基に、日本国債の利回りで割り引いた現在

価値により算定しております。

 

負債

(1）未払手数料、(2）その他未払金、及び(3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
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(4）長期未払金

　長期未払金の時価については、当該未払金の支払までの期間を基に、日本国債の利回りで割り引い

た現在価値により算定しております。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 

 （単位：千円）

 貸借対照表計上額

関係会社株式 60,000

　関係会社株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

 

②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

（有価証券関係）

第28期中間会計期間末（平成29年９月30日）

１．関係会社株式

　関係会社株式（貸借対照表計上額　60,000千円）については市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められるものであることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券

    （単位：千円）

 種類
中間貸借対照表
計上額

取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

その他
投資信託

2,345,868 2,327,250 18,618

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

その他
投資信託

18 20 △1

合計 2,345,886 2,327,270 18,616
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（セグメント情報等）

セグメント情報

　当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

第28期中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

 

１．サービスごとの情報

     (単位：千円）

 委託者報酬 運用受託報酬 業務受託報酬 その他 合計

外部顧客への売上高 5,647,543 2,797,697 483,755 204,119 9,133,115

 

２．地域ごとの情報

営業収益   (単位：千円）

日本 英国 その他 合計

6,755,530 958,767 1,418,817 9,133,115

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

JPMorgan Asset
Management (UK) Limited

958,767 資産運用業

 

（１株当たり情報）

第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

　
１株当たり純資産額 266,069円39銭

１株当たり中間純損失（△） △6,199円89銭
　
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金

額については、１株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たりの中間純損失の算定上の基礎
　
中間損益計算書上の中間純損失
（△）

△348,837千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純損失
（△）

△348,837千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（１）受託会社

＜訂正前＞

①　名　　称　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

②　資本金の額　　324,279百万円（平成29年３月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

①　名　　称　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

②　資本金の額　　324,279百万円（平成29年９月末現在）

（以下略）

 

（２）販売会社

＜訂正前＞

名　　　　称
資本金の額

（平成29年９月末現在）
事業の内容

（略）

５ 極東証券株式会社＊ 5,251百万円 同　　上

（略）

12 野村證券株式会社
10,000百万円

（平成29年12月末現在）
同　　上

（略）

15 ふくおか証券株式会社 3,000百万円 同　　上

（略）

18 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,711,958百万円
銀行法に基づき銀行業を営んでいま

す。

（略）

＊　平成30年３月27日より取扱いを開始する予定です。

 

＜訂正後＞

名　　　　称
資本金の額

（平成29年９月末現在）
事業の内容

（略）

５ 極東証券株式会社 5,251百万円 同　　上

（略）

12 野村證券株式会社
10,000百万円

（平成30年３月末現在）
同　　上

（略）

15 ＦＦＧ証券株式会社 3,000百万円 同　　上

（略）

18 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,711,958百万円
銀行法に基づき銀行業を営んでいま

す。
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（略）
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成30年５月２日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒川　　進　　㊞

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　健志　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＪＰＭベスト・インカム（年１回決算型）の平成29年９月16日から平成30年３月15日までの中間計

算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査

を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＰＭベスト・インカム（年１回決算型）の平成30年３月15日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了

する中間計算期間（平成29年９月16日から平成30年３月15日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

 

利害関係

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
 
　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成29年12月８日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒川　　進

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　健志

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日ま

での第28期事業年度の中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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